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平成 17 年 8 月期   個別財務諸表の概要          平成17年10月18日 

上 場 会 社 名        株式会社サンヨーハウジング名古屋                  上場取引所  東・名 
コ ー ド 番 号         8904                                          本社所在都道府県  愛知県 
（ＵＲＬ  http://www.sanyo-hn.co.jp ） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長     氏名 宮﨑 宗市 
問合せ先責任者 役職名 総務部長兼経営企画室長 氏名 宇津 和記   ＴＥＬ (052)859－0034 
決算取締役会開催日 平成17年10月18日         中間配当制度の有無 ○有 ・無 
配当金支払開始予定日平成17年11月24日        定時株主総会開催日 平成17年11月22日 
単元株制度採用の有無  有・○無  
 
１． 17年8月期の業績(平成16年9月1日～平成17年8月31日) 
(1)経営成績                （百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年8月期 27,597 (14.4) 2,324 ( 16.8) 2,379 ( 16.8)
16年8月期 24,119 ( 6.3) 1,990 (△6.6) 2,037 (△5.9)

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経 常 利 益 率 
売 上 高

経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年8月期 1,387 ( 19.7) 12,667 63 ― ― 21.2 12.3 8.6
16年8月期 1,159 (△7.0) 43,973 39 ― ― 22.8 11.7 8.4

(注) ①期中平均株式数 17年8月期  104,872株             16年8月期  25,124株 
   ②会計処理の方法の変更 有・○無  
   ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
   ④平成16年10月20日付をもって普通株式１株を２株に、平成17年４月20日付をもって普通株式１

株を２株に株式分割しております。17年８月期の１株当たり当期純利益については、株式分割
が期首に行われたものとして算出しております。 

 
(2)配当状況 

1株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年8月期 4,500 00 3,000 00 1,500 00 314 23.7 4.5
16年8月期 12,500 00 5,500 00 7,000 00 327 28.4 5.4

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年8月期 20,419 7,047 34.5 66,638 87
16年8月期 18,179 6,043 33.2 228,453 49

(注) ①期末発行済株式数   17年8月期 104,872株      16年8月期 26,218株 
   ②期末自己株式数   17年8月期    0株      16年8月期    0株 
 
２．18年8月期の業績予想(平成17年9月1日～平成18年8月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

13,656 
29,273 

911
2,428

526
1,409

1,500 00 1,500 00 3,000 00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)12,877円34銭 

 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しとなっております。 

実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料11ページ「(b)次期の見通し」をご参照下さい。 
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１．財務諸表等 

(1) 財務諸表 

① 貸借対照表 

 

第15期 

平成16年８月31日現在 

第16期 

平成17年８月31日現在 

増減金額 

（△は減少） 
科目 

金額(千円) 
構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  4,655,150 5,158,791   503,641

２ 完成工事未収入金  19,211 147,149   127,938

３ 販売用不動産 ※１  708,838 1,021,004   312,166

４ 開発事業支出金 ※１  8,609,551 9,979,872   1,370,321

５ 未成工事支出金  901,679 700,360   △201,319

６ 材料貯蔵品  3,662 3,674   12

７ 未収入金  ※２  104,088 56,602   △47,486

８ 立替金  353,544 393,473   39,929

９ 前払費用  45,735 61,854   16,119

10 繰延税金資産  98,298 95,953   △2,345

11 その他  74,274 5,715   △68,559

12 貸倒引当金  △138 △218   △80

流動資産合計  15,573,897 85.7 17,624,234 86.3  2,050,337

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物 303,547 307,077  3,530 

減価償却累計額 52,288 251,259 63,640 243,436  11,352 △7,823

(2) 構築物 17,115 22,353  5,238 

減価償却累計額 5,092 12,023 7,040 15,313  1,948 3,290

(3) 車輌運搬具 222,185 251,992  29,807 

減価償却累計額 122,146 100,038 152,968 99,024  30,822 △1,014

(4) 工具器具備品 87,738 104,023  16,285 

減価償却累計額 49,742 37,995 63,852 40,170  14,110 2,175

(5) 土地  418,152 418,152   ―

(6) 建設仮勘定  13,650 ―   △13,650

有形固定資産合計  833,120 4.6 816,098 4.0  △17,022

２ 無形固定資産    

(1) 商標権  143 121   △22

(2) ソフトウェア  18,733 35,804   17,071

(3) 電話加入権  7,181 7,181   ―

無形固定資産合計  26,059 0.1 43,108 0.2  17,049
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第15期 

平成16年８月31日現在 

第16期 

平成17年８月31日現在 

増減金額 

（△は減少） 
科目 

金額(千円) 
構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  42,800 62,122   19,322

(2) 関係会社株式  1,415,151 1,515,151   100,000

(3) 出資金  1,150 1,150   ―

(4) 長期貸付金  1,634 1,347   △287

(5) 長期前払費用  22,139 45,947   23,808

(6) 差入保証金  88,095 93,841   5,746

(7) 保険積立金  42,947 49,619   6,672

(8) 繰延税金資産  46,457 39,468   △6,989

(9) 長期性預金  72,500 95,500   23,000

(10) その他投資等  27,063 35,613   8,550

(11) 貸倒引当金  △13,213 △3,913   9,300

投資その他の資産合計  1,746,725 9.6 1,935,847 9.5  189,122

固定資産合計  2,605,905 14.3 2,795,053 13.7  189,148

資産合計  18,179,802 100.0 20,419,287 100.0  2,239,485
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第15期 

平成16年８月31日現在 

第16期 

平成17年８月31日現在 

増減金額 

（△は減少） 
科目 

金額(千円) 
構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 工事未払金 ※２  2,228,723 2,268,173   39,450

２ 短期借入金 ※１  3,410,600 5,410,800   2,000,200

３ 一年以内返済予定 

長期借入金 
 200,000 200,000   ―

４ 一年以内償還予定社債  100,000 900,000   800,000

５ 未払金 ※２  122,657 131,045   8,388

６ 未払法人税等  418,249 589,302   171,053

７ 未払費用  66,507 75,141   8,634

８ 未成工事受入金  2,530,534 1,848,750   △681,784

９ 預り金  858,826 827,900   △30,926

10 賞与引当金  46,173 48,706   2,533

11 完成工事補償引当金  12,392 14,409   2,017

12 その他  1,653 1,558   △95

流動負債合計  9,996,317 55.0 12,315,787 60.3  2,319,470

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  900,000 ―   △900,000

２ 長期借入金  1,000,000 800,000   △200,000

３ 退職給付引当金  8,441 4,575   △3,866

４ 役員退職慰労引当金  92,286 104,866   12,580

５ 預り保証金  138,864 146,907   8,043

固定負債合計  2,139,591 11.8 1,056,348 5.2  △1,083,243

負債合計  12,135,909 66.8 13,372,136 65.5  1,236,227

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※３  1,460,972 8.0 1,460,972 7.2  ―

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金 626,920 626,920   ―

資本剰余金合計  626,920 3.4 626,920 3.0  ―

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  109,802 109,802   ―

２ 任意積立金    

(1) 別途積立金 2,710,000 2,710,000 3,410,000 3,410,000   700,000

３ 当期未処分利益  1,135,044 1,426,989   291,945

利益剰余金合計  3,954,846 21.8 4,946,791 24.2  991,945

Ⅳ その他有価証券評価差額金  1,154 0.0 12,466 0.1  11,312

資本合計  6,043,893 33.2 7,047,151 34.5  1,003,258

負債資本合計  18,179,802 100.0 20,419,287 100.0  2,239,485
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② 損益計算書 
 

第15期 

自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日 

第16期 

自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日 

増減金額 

（△は減少） 
科目 

金額(千円) 
百分比

(％)
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅰ 売上高 ※１    

１ 完成工事高 12,392,576 14,409,373  2,016,797 

２ 開発事業売上高 11,726,481 24,119,057 100.0 13,188,058 27,597,432 100.0 1,461,577 3,478,375

Ⅱ 売上原価    

１ 完成工事原価 ※１ 8,930,022 10,686,288  1,756,266 

２ 開発事業売上原価 ※１ 10,933,298 19,863,321 82.4 12,032,427 22,718,716 82.3 1,099,129 2,855,395

Ⅲ 売上総利益    

１ 完成工事総利益 3,462,553 3,723,084  260,531 

２ 開発事業総利益 793,182 4,255,735 17.6 1,155,631 4,878,715 17.7 362,449 622,980

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※１    

１ 役員報酬 98,894 105,900   

２ 従業員給与手当 802,878 926,911   

３ 従業員賞与 130,193 95,284   

４ 賞与引当金繰入額 △759 32,043   

５ 退職給付費用 12,772 8,119   

６ 役員退職慰労引当金 

繰入額 
11,490 12,580   

７ 法定福利費 99,542 123,284   

８ 福利厚生費 16,427 12,182   

９ 修繕費 4,221 4,591   

10 支払手数料 31,770 28,039   

11 消耗品・事務用品費 29,763 34,834   

12 登記料 3,469 3,681   

13 水道光熱費 21,326 24,229   

14 通信費 45,598 47,923   

15 旅費交通費 27,958 33,529   

16 車輌費 27,106 35,774   

17 販売促進費 56,792 45,924   

18 仲介手数料 5,079 6,991   

19 広告宣伝費 290,919 348,022   

20 貸倒引当金繰入額 3 80   

21 接待交際費 35,542 42,323   

22 減価償却費 57,402 66,621   

23 租税公課 181,641 207,476   

24 保険料 24,815 24,032   

25 リース料 8,973 5,062   

26 地代家賃 86,168 104,284   

27 その他 155,482 2,265,473 9.3 174,583 2,554,315 9.3  288,842

営業利益  1,990,261 8.3 2,324,400 8.4  334,139
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第15期 

自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日 

第16期 

自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日 

増減金額 

（△は減少） 
科目 

金額(千円) 
百分比

(％)
金額(千円) 

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅴ 営業外収益    

１ 受取利息 2,299 496   

２ 受取配当金 1,613 2,082   

３ 受取代願手数料 28,643 31,530   

４ 契約解約金 ― 24,078   

５ 不動産取得税還付金 58,486 58,485   

６ 安全協力費 33,832 38,203   

７ 雑収入 57,527 182,403 0.7 34,573 189,448 0.7  7,045

Ⅵ 営業外費用    

１ 支払利息 104,402 111,076   

２ 社債利息 6,315 7,630   

３ 新株発行費 15,671 ―   

４ 雑損失 8,890 135,279 0.6 15,551 134,258 0.5  △1,021

経常利益  2,037,385 8.4 2,379,590 8.6  342,205

Ⅶ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 1,659 1,659 0.0 18 18 0.0  △1,641

Ⅷ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ 184 ―   

２ 固定資産除却損 ※４ 855 519   

３ 貸倒損失 ― 1,040 0.0 7,300 7,819 0.0  6,779

税引前当期純利益  2,038,004 8.4 2,371,789 8.6  333,785

法人税、住民税 

及び事業税 
853,798 983,387   

法人税等調整額 25,109 878,907 3.6 1,323 984,710 3.6  105,803

当期純利益  1,159,097 4.8 1,387,079 5.0  227,982

前期繰越利益  119,816 197,218   77,402

中間配当額  143,869 157,308   13,439

当期未処分利益  1,135,044 1,426,989   291,945
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③ 利益処分計算書(案) 

(単位：千円) 

株主総会承認年月日 
第15期 

平成16年11月24日 
第16期 

平成17年11月22日(予定)
増減金額 
(△は減少) 

科目 金額 金額 金額 

Ⅰ 当期未処分利益  1,135,044 1,426,989  291,945

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  183,526 157,308 △26,218 

２ 役員賞与金 
  (うち監査役分) 

 
54,300
(1,200)

58,600
(1,200)

4,300 
(  ―)

３ 任意積立金   

(1) 別途積立金  700,000 937,826 1,000,000 1,215,908 300,000 278,082

Ⅲ 次期繰越利益  197,218 211,081 278,082 13,863

 

 

(注) １ １株当たり配当金の内訳 

第15期 第16期  

年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通(旧)株式 12,500 00 5,500 00 7,000 00 4,500 00 3,000 00 1,500 00

(内訳) 普通配当 11,500 00 5,500 00 6,000 00 4,500 00 3,000 00 1,500 00

    記念配当 1,000 00 ― 1,000 00 ― ―  ―

普通(新)株式 7,000 00 ― 7,000 00 ― ―  ―

(内訳) 普通配当 6,000 00 ― 6,000 00 ― ―  ―

    記念配当 1.000 00 ― 1.000 00 ― ―  ―

 

２ １株当たり指標遡及修正値 

 決算短信に記載されている１株当たり指標を平成17年８月期の数値を100として、これまでに実施し

た株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

 第15期 第16期 

 中間 期末 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期純利益 5,104 08 10,993 35 5,719 18 12,667 63

１株当たり配当金 1,375 00 1,750 00 1,500 00 1,500 00

１株当たり株主資本 52,703 40 57,113 37 61,131 01 66,638 87

（注） 第15期及び第16期に株式分割を実施 

    効力発生日 平成15年10月20日に１：２の株式分割 

          平成16年10月20日に１：２の株式分割 

          平成17年４月20日に１：２の株式分割 
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重要な会計方針 

 

項目 
第15期 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

・子会社株式 

  移動平均法による原価法 

・子会社株式 

同左 

 ・その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

・その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

・販売用不動産 

  個別法による原価法 

・販売用不動産 

同左 

 ・開発事業支出金 

  個別法による原価法 

・開発事業支出金 

同左 

 ・未成工事支出金 

  個別法による原価法 

・未成工事支出金 

同左 

 ・材料貯蔵品 

  最終仕入原価法 

・材料貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。ただ

し、平成10年４月１日以降取得の建

物(建物附属設備を除く)について

は、定額法によっております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

  建物         15～39年

  構築物        10～20年

  車輌運搬具      ４～６年

  工具器具備品     ５～15年

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

  支出時に全額費用として処理して

おります。 

――― 

 



ファイル名:13 50-60 更新日時:10/14/2005 11:11 AM 印刷日時:05/10/14 18:07 

― 52 ― 

 

項目 
第15期 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係る補償支出に備える

ため、将来の見積補償額を計上して

おります。 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

 (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針(会

計制度委員会報告第13号)に定める

簡便法に基づき、直近の年金財政上

の責任準備金をもって期末日におけ

る退職給付債務を計算し、当該期末

日の年金資産の公正な評価額を控除

して計上しております。 

  また、退職給付費用は、期首退職

給付引当金残高から適格退職年金制

度への当期拠出金を控除した後の残

高と期末退職給付引当金との差額と

して計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職金慰労金規程に基づ

く期末要支給額を計上しておりま

す。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上は、工事完成基準

によっております。 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ 消費税等の会計処理  税抜方式によっており、控除対象外

消費税等については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

同左 
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表示方法の変更 

 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

――― 

 

 前期まで営業外収益の「雑収入」に含めて表示してい

た「契約解約金」は、当期から区分掲記しております。

なお、前期の「雑収入」に含まれる「契約解約金」は

19,105千円であります。 

 

 

追加情報 

 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

――― 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が22,700千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

22,700千円減少しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第15期 
(平成16年８月31日) 

第16期 
(平成17年８月31日) 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

  (イ)担保に供している資産 

販売用不動産(注) 132,658千円

開発事業支出金(注) 4,719,222千円

計 4,851,880千円

    (注)設定留保扱いとしております。 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

  (イ)担保に供している資産 

販売用不動産(注) 136,783千円

開発事業支出金(注) 6,679,794千円

計 6,816,577千円

    (注)設定留保扱いとしております。 

  (ロ)上記に対する債務 

短期借入金 3,190,600千円
 

  (ロ)上記に対する債務 

短期借入金 4,946,800千円
 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。 

未収入金 64,888千円

未払金 4,269千円
 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記した以外で各科目に含まれているものは

次のとおりであります。 

工事未払金 212,338千円

未払金 5,023千円
 

※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 42,000株

   発行済株式の総数     普通株式 26,218株

※３ 会社が発行する株式の総数 普通株式 168,000株

   発行済株式の総数     普通株式 104,872株

 ４ 保証債務 

  (イ)住宅建設者に対する金融機関の融資について、

次のとおり債務保証を行っております。 

住宅建設者 2,201,011千円

   なお、この保証は、住宅建設者に対する公的資金

融資が実行されるまでの間、住宅建設者が一時的に

金融機関から受ける融資に対する債務保証でありま

す。 

 ４ 保証債務 

  (イ)住宅建設者に対する金融機関の融資について、

次のとおり債務保証を行っております。 

住宅建設者 3,391,245千円

   なお、この保証は、住宅建設者に対する公的資金

融資が実行されるまでの間、住宅建設者が一時的に

金融機関から受ける融資に対する債務保証でありま

す。 

  (ロ)子会社の金融機関からの借入に対して債務保証

を行っております。 

サンヨーベストホーム㈱ 425,300千円

巨勢雄㈱ 280,000千円
 

  (ロ)子会社の金融機関からの借入に対して債務保証

を行っております。 

サンヨーベストホーム㈱ 359,700千円

巨勢雄㈱ 870,000千円
 

 ５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、1,154千円であります。 

 ５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、12,466千円であります。 
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(損益計算書関係) 

 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売上高 212,760千円

完成工事売上原価 476,812千円

開発事業売上原価 225,172千円

販売費及び一般管理費その他 18,307千円
 

※１ 関係会社に係る注記 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売上高 850,726千円

完成工事売上原価 889,147千円

開発事業売上原価 167,252千円

販売費及び一般管理費その他 27,149千円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 1,659千円
 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 18千円
 

※３ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

車輌運搬具 184千円
 

――― 

 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 588千円

工具器具備品 43千円

車輌運搬具 222千円

計 855千円
 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

工具器具備品 26千円

車輌運搬具 492千円

計 519千円
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(リース取引関係) 

 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 36,854 31,818 5,036

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 11,250 10,643 606

 
 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (注)         同左 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 4,437千円

１年超 599千円

合計 5,036千円
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 591千円

１年超 15千円

合計 606千円
 

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 (注)         同左 

 ③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 9,670千円

減価償却費相当額 9,670千円
 

 ③ 当期の支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 3,884千円

減価償却費相当額 3,884千円
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前期(平成15年９月１日～平成16年８月31日)及び当期(平成16年９月１日～平成17年８月31日)に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

 

第15期 
(平成16年８月31日) 

第16期 
(平成17年８月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 34,332千円

 開発事業支出金評価損否認 13,223千円

 ゴルフ会員権評価損 4,583千円

 賞与引当金損金算入超過額 18,728千円

 役員退職慰労引当金 37,431千円

 退職給付引当金超過額 3,282千円

 長期保証料 1,295千円

 所有権移転済住宅用地売却益 25,347千円

 その他 6,534千円

 繰延税金資産合計 144,755千円
  

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 39,752千円

 開発事業支出金評価損否認 8,245千円

 ゴルフ会員権評価損 7,544千円

 賞与引当金損金算入超過額 19,755千円

 役員退職慰労引当金 42,533千円

 退職給付引当金超過額 1,785千円

 長期保証料 219千円

 所有権移転済住宅用地売却益 20,681千円

 その他 △5,093千円

 繰延税金資産合計 135,421千円
  

 (注) 当期における繰延税金資産の合計は、貸借対照

表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 98,298千円

固定資産－繰延税金資産 46,457千円
 

 (注) 当期における繰延税金資産の合計は、貸借対照

表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 95,953千円

固定資産－繰延税金資産 39,468千円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.90％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.76％

 住民税均等割等 0.58％

 その他 △0.11％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.13％
   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.56％

 (調整) 

 交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

0.80％

 住民税均等割等 0.57％

 その他 △0.41％

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.52％
   

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、愛知県の

条例が変更された事により、当期の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期

の41.23％から40.56％に変更されました。その結果、

繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した

金額)が2,404千円減少し、当期に計上された法人税等

調整額が、2,404千円、その他有価証券評価差額金が

13千円、それぞれ増加しております。 

――― 

 

 



ファイル名:13 50-60 更新日時:10/14/2005 11:11 AM 印刷日時:05/10/14 18:07 

― 58 ― 

(１株当たり情報) 

 

項目 
第15期 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり純資産額 228,453円49銭 66,638円87銭

１株当たり当期純利益 43,973円39銭 12,667円63銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 当社は、平成15年10月20日付で普通

株式１株に対し普通株式２株の割合で

株式分割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり情

報）前期の各数値は以下のとおりであ

ります。 

１株当たり純資産 170,833円30銭

１株当たり当期純利益 50,032円69銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

49,834円63銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 当社は、平成16年10月20日及び平成

17年４月20日付でそれぞれ普通株式１

株に対し普通株式２株の割合で株式分

割を行いました。 

 前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり情

報）前連結会計年度の各数値は以下の

とおりであります。 

１株当たり純資産額 57,113円37銭

１株当たり当期純利益 10,993円35銭
 

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
第15期 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日)

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 1,159,097 1,387,079

普通株式に係る当期純利益(千円) 1,104,797 1,328,479

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 

利益処分による役員賞与金 54,300 58,600

普通株主に帰属しない金額(千円) 54,300 58,600

普通株式の期中平均株式数(株) 25,124 104,872
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(重要な後発事象) 

 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第16期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 当社は、平成16年７月22日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。 

 当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 

 １ 平成16年10月20日付をもって平成16年８月31日最

終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を１株に付き２株の割合をもって分割す

る。 

 ２ 分割により増加する株式数  普通株式26,218株

 ３ 配当起算日  平成16年９月１日 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合におけ

る（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとおり

であります。 

第14期 
(自 平成14年９月１日 
至 平成15年８月31日) 

第15期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

１株当たり 
純資産額 

85,416円65銭
１株当たり 
純資産額 

114,226円75銭

１株当たり 
当期純利益 

25,016円35銭
１株当たり 
当期純利益 

21,986円70銭

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益 

24,917円32銭  ―

  

――― 

 

 

 

（当期中の発行済株式数の増加） 

 

発行年月日 発行形態 発行株式数(株) 発行価格(円) 資本組入額(円) 

平成16年10月20日 株式分割(１：２) 26,218 ― ―

平成17年４月20日 株式分割(１：２) 52,436 ― ―
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２．役員の異動（平成17年11月22日付） 

 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

(2) その他役員の異動 

①新任監査役候補 

 常勤監査役 森 宏之 

 監査役   竹内 恒夫 

②退任予定監査役 

 常勤監査役 石原 明夫 

 監査役   長屋 利明 

 (注) 新任監査役候補者 竹内恒夫氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第

１項に定める社外監査役であります。 




